
宇都宮市上下水道局水道技術研修施設の管理 
及び使用に関する実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，本市が宇都宮市管工事業協同組合（以下「組合」という。）と共

同で整備し，設置した水道技術研修施設（以下「研修施設」という。）の管理及び使

用について，必要な事項を定めるものとする。 

 （名称及び位置） 

第２条 研修施設の名称及び位置は，次のとおりとする。 

名称  宇都宮市水道技術研修センター 

位置  宇都宮市下河原１丁目２番５０号 

（使用目的及び使用者） 

第３条 研修施設の使用目的は，次のとおりとする。 

(1) 水道工事及び修繕工事に関する研修 

(2) 水道管の漏水調査に関する研修 

(3) 災害時の応急復旧に関する研修 

(4) 若手技術者の技能研修 

(5) その他宇都宮市上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）が定める使用 

２ 研修施設を使用できる者は，次の各号に掲げる者とする。 

(1) 本市及びその職員 

(2) 組合並びにこれに加盟する事業者，その被雇用者及びこれに準ずる者 

(3) 国又は他の地方公共団体及びその職員 

(4) その他管理者が認める者 

（研修施設使用申込手続） 

第４条 前条第２項第２号から第４号までに規定される者が研修施設を使用しようとす

る場合には，宇都宮市水道技術研修センター使用申込書（以下「使用申込書」とい

う。別記様式第１号）及び水宇都宮市水道技術研修センター入場者名簿（以下「入場

者名簿」という。別記様式第２号）を管理者に提出しなければならない。 

２ 管理者は，前項の申込を受けた場合において，その使用が前条第１項各号のいずれ

かに該当するときは，研修施設の使用を許可するものとする。 

３ 第１項に規定する使用申込書及び入場者名簿は，使用日の１４日前までに提出する

ものとし，その内容に変更があった場合には，速やかに変更書類を提出するものとす

る。 



 （使用料） 

第５条 第３条第２項第２号及び第３号に規定する者が前条第１項の申込をし，第４条

第２項の許可を受けたときは，本市との共同研修として，使用料は徴しない。 

２ 組合に加盟していない事業者その他の第３条第２項第４号の管理者が認めるものが

前条第１項の申込をし，同条第２項の許可を受けたときは，宇都宮市上下水道局行政

財産使用料規程（平成３１年企業管理規程第４号）に基づき，使用料を徴収し，又は

減免する。 

 （目的外使用） 

第６条 水道工事及び修繕工事に係る新製品の紹介その他管理者が特に認める事業が実

施される場合には，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７項に

基づき，研修施設を使用させることができる。 

２ 前条第２項の規定は，前項の規定による使用許可を受けた場合の使用料の徴収又は

減免について準用する。 

 （使用料の納付） 

第７条 第５条第２項又は前条第２項の規定により使用料の支払義務が生じた場合に

は，水道管理課は使用する前日までに納付書を発行し，使用者は速やかに支払わなけ

ればならない。 

（使用できる日及び使用時間） 

第８条 研修施設を使用できる日は休日を除く日とし，使用時間は原則として次のとお

りとする。この場合において，使用時間には準備及び後片付けの時間を含むものとす

る。 

(1) 全日 午前９時から午後４時３０分まで 

(2) 午前半日 午前９時から午後０時まで 

(3) 午後半日 午後１時から午後４時３０分まで 

２ 前項に規定する休日は，次のとおりとする。 

(1)  土曜日及び日曜日 

(2)  国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3)  １２月２９日から翌年の１月３日まで 

(4)  その他管理者が指定する日 

（使用上の制限等） 

第９条 使用者（第４条第２項の許可を受けた者及び第６条第１項の管理者の承認を受



けた者をいう。以下同じ。）は，研修施設の使用に当たり，常に安全確保に努めるも

のとする。 

２ 使用者は，研修施設の使用に当たり，次に掲げる事項を遵守しなければならない。  

(1) 受付手続は，使用当日の開庁時間内に水道管理課において行うこと。 

(2) 研修施設の敷地内では，原則禁煙とすること。 

(3) 研修施設に設置された設備及び備品は，施設外に持ち出さないこと。 

(4) 研修施設の水道管には，水道水以外の異物を充填し，又は混入させないこと。

ただし，管理者が認めた場合はこの限りでない。 

(5) 研修施設の設備や備品を毀損し，又は汚損したときは，速やかに管理者に報告

すること。 

(6) 研修施設の使用が終了したときは，直ちに使用した設備及び備品を所定の位置

に戻して整理整頓を行い，原状に回復させた上で水道管理課の点検を受けること。 

３ 研修施設内での営利行為は，禁止する。ただし，第６条に規定する事業を実施する

場合を除くものとする。 

（鍵の管理） 

第１０条 研修施設の鍵は，水道管理課で管理する。 

２ 予備の鍵は，組合において保管し，その使用に当たっては，あらかじめ，水道管理

課に連絡し，使用後はその結果を報告するものとする。 

（損害賠償） 

第１１条 研修施設の使用の際に生じた事故の責任は，使用者が負うものとする。ただ

し，事故の発生が本市の責に帰すべきときには，この限りでない。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，研修施設の管理及び使用について必要な事項

は，別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は，令和８年７月９日から適用する。 


